
導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

国勢調査の結果では、本市の総人口は、平成７年の５４，１５２人をピークに、

令和２年には４２，０６９人に減少し、その減少率は２２．３％となっています。

生産年齢人口では平成７年の３７，６３３人から令和２年には２１，２６４人に

減少し、その減少率は４３．５％と総人口の減少率を大きく上回っています。ま

た、令和２年人口の年齢別の構成比では、高齢化率が４１．０％と全国平均であ

る２８．６％を上回っており少子高齢化が進んでいます。 

就業者数は平成７年の２８，３８３人をピークに、令和２年には１９，３９１

人に減少し、その減少率は３１．７％となっています。また産業構造は、第 1次

産業が３，５９９人から２，０９４人へ、第２次産業が、６，６３４人から３，

０１４人へ、第３次産業が１８，０５３人から１３，５４７人へそれぞれ減少し

ており、構成比は、第１次産業が１２．７％から１０．８％へ、第２次産業が２

３．４％から１５．５％へそれぞれ減少し、第３次産業が６３．６％から６９．

９％へ増加しています。 

令和６年４月に神奈川県が公表した「令和５年度神奈川県中小企業・小規模企

業経営課題等把握事業結果」では、重視している経営課題は、「人材の確保・採

用・育成」が４８．５％と最も高く、経営課題に取り組むにあたりネックになっ

ているのは、「専門能力を持った人材の不足」が４８．９％と最も高かった。 

第４次三浦市総合計画三浦みらい創生プランでは、高齢化が進行するなかで、

就業者人口も減少している現状を踏まえ、既存産業の高度化、新規雇用機会創出、

消費購買意欲の向上を図り、「６次経済」を推進することにより若者を中心に就

業機会を創出するとともに高齢者や子育て世代が生きがいをもって働くことの

できる環境をつくり、就業者数の維持を図るとしており、その実現にあたっては、

中小企業者の労働生産性の向上が必要となっています。 

 

（２）目標 

 中小企業等経営強化法第４９条第 1 項の規定に基づく導入促進基本計画を策

定し、先端設備等の導入を促すことで、市内中小企業者の生産性向上を図る。こ

れを実現するため、計画期間中に４件の先端設備等導入計画の認定を目標としま

す。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標

とします。 



 

２ 先端設備等の種類 

多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象とする

設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項で規定する先端設備等の全

てとします。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

市内全域を対象とした経済振興を図るため、広く事業者の生産性向上を実現す

る観点から、本計画の対象区域は三浦市内全域とします。 

 

（２）対象業種・事業 

本計画において対象とする業種は、全業種とします。また、対象とする事業は、

労働生産性年平均３％以上の向上に資すると見込まれる事業とします。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）としま

す。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

３年間、４年間、又は５年間とします。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

先端設備等導入計画の認定にあたり、次に該当する事業又は事業者は、認定対

象としないものとします。 

○人員削減を目的としたもの 

○公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるもの 

○三浦市税を滞納しているもの 

 


